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１. 17年 9月中間期の連結業績（平成17年4月1日 ～ 平成17年9月30日）
(1)連結経営成績 （注）金額の百万円未満は切り捨てて表示しております。

売    上    高 営　業　利　益 経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年 9月中間期 43,019 10.5 △ 801 - △ 625 -
16年 9月中間期 38,943 △ 1.2 △ 1,587 - △ 1,376 -
17年 3月期 142,361 3,633 4,082

中間(当期）純利益 １ 株 当 た り 中 間 潜在株式調整後１株当

( 当 期 ） 純 利 益 たり中間(当期）純利益

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭

17年 9月中間期 △ 572 - △ 9.27 -
16年 9月中間期 △ 734 - △ 11.88 -
17年 3月期 2,605 41.64 -
(注)①持分法投資損益          17年 9月中間期     △37百万円  16年 9月中間期     △57百万円  17年 3月期       61百万円

    ②期中平均株式数（連結）　17年 9月中間期   61,782,933株　16年 9月中間期   61,825,841株　17年 3月期   61,813,651株

    ③会計処理の方法の変更　　 無

    ④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)連結財政状態
総  資  産 株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

17年 9月中間期 126,196 62,892 49.8 1,018.11
16年 9月中間期 129,434 58,851 45.5 952.03
17年 3月期 142,151 63,060 44.4 1,020.02
(注) 期末発行済株式数（連結）　17年 9月中間期   61,774,122株   16年 9月中間期   61,816,724株   17年 3月期   61,792,170株

(3)連結キャッシュ･フローの状況
営業活動による 投資活動による 財務活動による 現金及び現金同等物

キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー 期　 末 　残 　高
百万円 百万円 百万円 百万円

17年 9月中間期 4,583 △ 4 △ 1,364 20,988
16年 9月中間期 5,633 △ 224 △ 907 23,898
17年 3月期 2,437 △ 3,207 △ 852 17,774

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数        3社   持分法適用非連結子会社数　      -社   持分法適用関連会社数　      1社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）      -社  （除外）      -社   持分法（新規）      -社  （除外）　      -社

２. 18年 3月期の連結業績予想（ 平成17年4月1日  ～  平成18年3月31日 ）
　 売   上   高 経　常　利　益 当　期　純　利　益

百万円 百万円 百万円

通　　期 142,800 4,100 2,200
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）               35円   10銭

※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今後様々な要因によって

  予想数値と異なる結果となる可能性があります。

  なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料６ページをご参照下さい。

平成17年11月18日
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                                                                           日本電設工業株式会社 

 

１．企業集団の状況   

 

 当社グループ（当社および関係会社）は、当社と子会社１５社、関連会社５社により構成されており、

事業は設備工事（電気工事、情報通信工事）の請負、企画、設計・積算、監理を主として、ビル電気設

備の保守、電気機器・材料の製作、販売、不動産の賃貸・仲介・管理ならびに電気設備に関する教育・

図書出版を行っているほか、情報サービス業を営んでおります。 

 当社グループの取引を図示しますと次のとおりとなります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 （注）☆印 連結子会社（３社） 

    ★印 非連結子会社で持分法非適用会社（１２社） 

    ○印 関連会社で持分法適用会社（１社） 

    無印 関連会社で持分法非適用会社（４社） 
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(電気機器・材料の製作、販売) 

  日 本 架 線 工 業 ㈱ 

 ○㈱新   陽   社 

  永 楽 電 気 ㈱ 

  ㈱三   工   社 

(電気機器・材料の販売) 

 ☆ＮＤＫ総合サービス㈱ 

(不動産の賃貸・仲介・管理) 

 ☆ＮＤＫ総合サービス㈱ 

( 情 報 サ ー ビ ス ) 

 ☆Ｎ Ｄ Ｋ イ ッ ツ ㈱ 

(電気設備に関する教育・図書出版) 

 ★ＮＤＫｱ ｰ ﾙ ｱ ﾝ ﾄ ﾞ ｲ ｰ㈱ 

( 設 備 工 事 業 ) 

 ★Ｎ Ｄ Ｋ 電 設 ㈱ 

 ★日本電設電車線工事㈱ 

 ★日本電設変電工事㈱ 

 ★日本電設電力工事㈱ 

 ★日本電設信号工事㈱ 

 ★日本電設通信工事㈱ 

 ★ 共 立 信 号 ㈱ 

 ★ ト キ ワ 電 気 工 業 ㈱ 

 ☆東日本電気ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ㈱ 

 ★八 重 洲 電 機 工 事 ㈱ 

  大 栄 電 設 工 業 ㈱ 

 ○㈱新   陽   社 

( ビ ル電気設備の保守 ) 

 ☆ＮＤＫ総合サービス㈱ 

 ☆東日本電気ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ㈱ 

 
 
 
 
 
 
 

当  社 
（設 備 工 事 業） 

( 設 計 ・ 積 算 、 監 理 ) 

 ★Ｎ Ｄ Ｋ 設 備 設 計 ㈱ 

 ★日本鉄道電気設計㈱ 

発注 

 

受 

注 



                                             －   － 3

２．経 営 方 針  

 

１．経営の基本方針  

当社は、「お客様本位の精神で安全、確実な業務の遂行により顧客の信頼を高め、新たなテクノロジ

ーの創造をとおして社会に貢献する」という基本理念のもと、鉄道電気設備、建築電気設備および情報

通信設備等の工事の設計・施工と保守を行う企業として、品質の高い設備づくりを目指して企業努力を

重ねております。また、安全・安定輸送の重要性が高まる鉄道に対して一層寄与できる企業体制づくり

を推進いたします。この方針に基づき、当社グループは、経営の透明性を確保しつつ、個々の取り組み

をとおして企業価値の向上を図り、株主および取引先等の皆様の期待にお応えできる企業へと成長して

いく所存です。 

  

２．利益配分に関する基本方針  

当社は、株主の皆様への利益還元を重要課題と認識し、利益配分については、安定した配当を行い、

また、企業体質強化のための内部留保を確保することを基本方針としております。 
内部留保資金については、人材の育成・教育、事業開発および設備投資等の原資とし、更なる経営基

盤の充実に備える所存です。 
  

３．投資単位の引下げに関する考え方及び方針等  

 当社は、投資単位の引下げに関しては、個人投資家の拡大を図り、株式市場を活性化させるための有

用な施策の一つであると認識しております。 

投資単位については、株式市場や当社株価の動向等を見極めながら対処していく方針です。 

 

４．中期的な経営戦略と会社の対処すべき課題  

（１）当社は、平成１５年度以降３年間の「日本電設３ヶ年経営計画２００３」を策定しており、この 

  経営計画では利益の確保を最大の課題に、平成１７年度の経常利益率３％の達成を目標として「安 

全、確実な施工によりお客様の信頼を得る」、「お客様指向の営業展開により受注の拡大を図る」、 

「コスト競争力を創成する」、「グループ経営の基盤を作る」という４つの重点実施テーマを掲げ、 

次の諸施策に取り組んでおります。 

ア． 鉄道の安全・安定輸送の体制整備と致命的な事故の回避への取り組みをとおした安全レベル 

の更なる向上 

イ． 東日本旅客鉄道株式会社を始めＪＲ各社、独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構、 

 公営鉄道および民営鉄道に対する鉄道電気工事の受注拡大に向けた営業活動の推進 

ウ． 一般電気工事の営業体制、営業活動および原価低減の抜本的な改革による受注、利益の確保 

   エ．情報通信工事の営業体制強化による移動体通信分野および新規分野の受注確保 

オ．組織の簡素化と業務の効率化および要員の流動化等によるコスト競争力の創成 

   カ．ＮＤＫグループの総合力で事業展開を行う基盤の構築 

（２）当社グループは、上記の経営課題に基づき、本年４月以降に次の事項を実施しております。 

   ア．鉄道電気工事の受注拡大に向けた、信号工事の体制整備および新鉄道システムとしての 



                                             －   － 4

   低床型路面電車（ＬＲＴ）実験線への取り組み 

    イ．一般電気工事の受注確保に向けた、提案営業の展開と原価低減施策の推進 

  ウ．情報通信工事の受注確保に向けた、IＰ電話システムの提案営業の推進 

エ． 関連事業の不動産開発として、駒込社宅（東京都文京区）および柏木社宅（仙台市）のリニ

ューアルによる賃貸化の決定 

   オ．組織の簡素化と業務の効率化および要員の流動化等 

  ・グループ会社等に対する要員の出向による直間比率の改善 

・一般管理費の節減 

・松戸社宅を始めとした遊休不動産の売却 

・当社ＩＰネットワークを活用した本支店間のテレビ会議システムの導入 

 このほか、作業安全向上、施工効率化、施工コスト低減および受注拡大のための技術開発などを実施

しております。 

  

５．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況  

 当社は、コーポレート・ガバナンスを充実し、経営の透明性、公正性、健全性および迅速な意思決定の

向上を実現することを経営の重要課題と認識し、次の諸施策を実施しております｡（人数は９月３０日現在） 

（１）取締役会・執行役員制度 

   取締役会は取締役５名（内社外取締役１名）をもって構成し、経営方針・戦略の意思決定機関お 

  よび業務執行の監督を行う機関として位置づけ、月１回の定例取締役会開催のほか、必要に応じて 

  臨時の取締役会を開催することとしております。 

   当社では経営機能と業務執行機能を分離することにより効率的な経営の実現と競争力の強化を目 

  指すため、執行役員制度（１８名）を導入し、特定の事業部門ごとに責任を持つ執行役員への権限 

  委譲を実施しております。 

（２）経営会議・人事委員会 

経営に関する重要事項を審議する機関として、毎週1回定例で開催する経営会議を設置し、経営 

  執行体制の充実を図っております。さらに、人事の透明性を確保するために役員および重要なる使 

  用人の人事等に関する重要事項を随時審議する機関として、人事委員会を設置しております。 

（３）監査役制度・内部監査・会計監査 

   経営を監視する機関として監査役制度（監査役４名、内社外監査役３名）を採用し、監査役は取 
  締役会等の重要な会議に出席して客観的な立場から取締役の職務執行を監視しております。また、 
  監査部を設置し、年間監査計画に基づき内部監査を実施しております。 
   会計監査については、監査法人青柳会計事務所と監査契約を結び、通常の会計監査に加え、重要 
な財務的課題について随時相談し、必要な検討を実施しております。 

   なお、監査役、監査部および会計監査人は定期的に意見交換を行い、監査の実効性を高めており 

  ます。 

（４）弁護士への相談 
   重要な法務的課題およびコンプライアンスに係る事象については、顧問弁護士に随時相談し、必 
要な検討を実施しております。 
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        ３．経 営 成 績 及 び 財 政 状 態   

 

１． 当中間期の概況 

当中間期の国内経済は、企業収益の拡大や設備投資の増加とともに、個人消費が堅調に推移し雇用情

勢にも改善が見られましたが、当建設業界における受注環境は、民間設備投資は回復傾向にあるものの、

公共投資は引き続き低調に推移しました。 

このような状況の中で、当社グループは営業体制の強化を図り、全社を挙げて新規工事の受注確保に

努めました結果、当中間期の連結受注高は６４６億円（前年同期比１１０％）となり、連結売上高につ

いては４３０億円（前年同期比１１０％）となりました。 

 利益については、工事原価の低減と経費節減施策を推進しました結果、連結経常損益は前年同期比７

億５１百万円改善し６億２５百万円の連結経常損失となりました。また、連結中間純損益は前年同期比

１億６１百万円改善し５億７２百万円の連結中間純損失となりました。 

 

２．キャッシュ・フローの状況 

 当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物は、営業活動による資金の増加により、投資活動

及び財務活動による資金の減少があったものの、前連結会計年度末より３２億１４百万円増加し、２０

９億８８百万円となりました。 
 営業活動によるキャッシュ・フローは４５億８３百万円の資金増加（前年同期比１０億５０百万円減

少）となりました。これは、売上債権の減少３０９億８９百万円や未成工事受入金の増加２４億９６百

万円等による資金増加要因、仕入債務の減少１３６億１４百万円や未成工事支出金等の増加１１３億２

８百万円等の資金減少要因によるものであります。 
投資活動によるキャッシュ・フローは、４百万円の資金減少（前年同期比２億２０百万円増加）とな

りました。これは、有形固定資産の取得による支出４億３百万円等や有形固定資産の売却による収入４

億１１百万円等によるものであります。 
 財務活動によるキャッシュ・フローは、１３億６４百万円の資金減少（前年同期比４億５６百万円減

少）となりました。これは、短期借入金の返済５億円、長期借入金の返済２億３０百万円や配当金の支

払６億１８百万円等によるものであります。 

 

３．事業等のリスク 

 当社の主な事業に関して、経営成績等に影響を及ぼし、なおかつ投資者の判断に重要な影響を及ぼす

可能性のある事項には、以下のようなものがあると認識しております。 

（１）受注事業のリスク 

  当社の事業である建設業は受注事業であり、主なリスクとしては次の事項が挙げられます。 

  ア．労働集約事業であり、多くの協力会社と連携して事業を遂行していくために人材の育成および

教育等が求められ、当社が必要とする能力を持った協力会社の確保が十分に行われなかった場合

には事業遂行上影響を受ける可能性があります。 

  イ．工事の受注から完成までに期間を要し、請負金額が高額となるため、工事の施工に伴う立替金

も高額となり、発注者の業績悪化等により工事代金回収の遅延や貸倒れの発生により業績に影響
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を及ぼす可能性があります。 

  ウ．建設業法等関連法令において保有資格等の許可要件が厳密に定められているほか、各種規制や

罰則が定められており、それに抵触した場合には営業停止等の処分が行われ、当社の業績に影響

を及ぼす可能性があります。 

  エ．他社との受注競争の激化により工事採算が悪化する可能性があります。 

  オ．資材価格の急激な高騰があった場合には工事採算が悪化する可能性があります。 

（２）顧客依存のリスク 

当社の完成工事高総額に占める東日本旅客鉄道株式会社の比率が高いことから、同社が何らかの 

理由により設備投資額等を削減しなければならなくなった場合、当社の業績に影響を及ぼす可能性 

があります。 

（３）社会的信用力低下のリスク 

当社の行う工事施工の過程で重大な事故を発生させた場合、社会的に厳しい批判を受ける場合が 

  あることから、社会的信用力の低下等により受注活動にも影響を及ぼす可能性があります。 

 

４．通期の見通し 

 今後の見通しは、原油価格の高騰と原材料価格の上昇が経済に及ぼす影響への懸念は残りますが、景

気の回復は底堅く推移するものと思われます。 

 このような状況の中で、鉄道電気工事部門については、東日本旅客鉄道株式会社の首都圏輸送改善お

よび設備更新に伴う投資などから堅調に推移すると思われ、安全・安定輸送に寄与するための安全レベ

ルの向上と業務改善に努めます。 

 一般電気工事部門については、景気回復に伴う民間設備投資の増加が期待されますが、受注競争の激

化など厳しい状況が続くものと予想されることから、受注の確保に向けてお客様への当社独自の特徴あ

る商品の提案営業とコスト競争力の向上を推進します。 

 情報通信工事部門については、移動体通信分野およびＩＰ電話システムなどの積極的な営業を推進す

るとともに、地上波デジタル放送やビル内通信工事への一層の営業展開を図ります。 

 当社グループは、引き続き受注の確保に向けて全力を傾注するとともに、安全と品質の確保に努め、

ローコスト化を徹底し、業績の向上に鋭意努力する所存です。 

 以上のような状況から、通期の業績見込については、当初予想通り連結受注高は１，３８９億円、連

結売上高は１，４２８億円、連結経常利益は４１億円、連結当期純利益は２２億円と予想しております。 

なお、当期の配当金については、利益配分の基本方針に従い、１株当たり１０円の普通配当を継続す

る予定であります。 

  

                                          以    上 
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４．中間連結財務諸表等  
（１）比較中間連結貸借対照表                                                            （単位  百万円） 

科 目 前中間連結会計期間末 
（１６．９．３０現在） 

当中間連結会計期間末 
（１７．９．３０現在） 

対前中間連結会計期間末 
増 減            

前連結会計年度の          
要約連結貸借対照表 
（１７．３．３１現在） 

流 動 資 産     ８４,３７９     ７９,３３１    △  ５,０４８   ９５,５５４ 

現 金 預 金 １６,３０６ １２,５９６ △  ３,７１０ １６,６８１ 

受取手形･完成工事未収入金等 １３,７８１ ２２,９５１ ９,１７０ ５３,９４５ 

有 価 証 券 ７,７０１ ８,４０２ ７００ １,１０２ 

未 成 工 事 支 出 金 等 ３９,５４１ ３０,０８９ △  ９,４５１ １８,７６０ 

繰 延 税 金 資 産 ２,５４９ ２,６７５ １２６ ２,２２３ 

そ の 他 ４,８０５ ２,９１０ △ １,８９５ ３,２００ 

   貸 倒 引 当 金 △    ３０６ △    ２９５ １１ △    ３５９ 

     

固 定 資 産    ４５,０５４    ４６,８６５      １,８１０    ４６,５９７ 

有 形 固 定 資 産 １８,９８２ １７,９２４ △ １,０５８ １８,５５８ 

建 物 ・ 構 築 物 ９,８４２ ９,０７２ △   ７７０ ９,５１６ 

土 地 ７,９７６ ７,５３１ △     ４４５ ７,７１４ 

そ の 他 １,１６３ １,３２０ １５７ １,３２６ 

無 形 固 定 資 産 ２,６６８ ２,４４３ △   ２２５ ２,６３５ 

投 資 そ の 他 の 資 産 ２３,４０３ ２６,４９７  ３,０９４ ２５,４０３ 

投 資 有 価 証 券 １７,２０９ ２１,０８２ ３,８７３ １９,２５３ 

繰 延 税 金 資 産 ３,８８４ ２,７５４ △   １,１３０ ３,３９１ 

そ の 他 ２,９２７ ３,０４８ １２０ ３,２３０ 

   貸 倒 引 当 金 △    ６１９ △    ３８７ ２３１ △    ４７２ 

     

     

     

資 産 合 計 １２９,４３４ １２６,１９６ △  ３,２３７ １４２,１５１ 
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            （単位  百万円） 

科 目 前中間連結会計期間末 
（１６．９．３０現在） 

当中間連結会計期間末 
（１７．９．３０現在） 

対前中間連結会計期間末 
増 減            

前連結会計年度の          
要約連結貸借対照表 
（１７．３．３１現在） 

流 動 負 債    ４４,８７６    ４４,８０２    △     ７４    ６０,３９５ 

支払手形・工事未払金等 ２０,５９０ ２３,３４０ ２,７５０ ３６,９５５ 

短 期 借 入 金 １,６６０ ８,２５６ ６,５９６ ８,７６４ 

未 成 工 事 受 入 金 １４,００７ ６,８７０ △  ７,１３７ ４,３７３ 

完成工事補償引当金 ５８  ５０ △        ７ ５６ 

工 事 損 失 引 当 金 － １５６ １５６ １５１ 

賞 与 引 当 金 ２,８１７ ２,７８５ △      ３２ ３,４６５ 

そ の 他 ５,７４２ ３,３４３ △ ２,３９９ ６,６３０ 

     

固 定 負 債    ２３,４４１    １５,８９１   △ ７,５５０     １６,１８８ 

長 期 借 入 金 ７,４８７ ２３１ △  ７,２５６ ４５３ 

退 職 給 付 引 当 金 １５,２９２ １５,０８７ △    ２０５ １５,０６８ 

役員退職慰労引当金 ２２５ １４６ △      ７９ ２３９ 

そ の 他 ４３６ ４２６ △       ９ ４２７ 

負 債 合 計 ６８,３１８ ６０,６９３ △  ７,６２５ ７６,５８４ 

     

少 数 株 主 持 分 ２,２６４ ２,６１０ ３４５ ２,５０６ 

     

資 本 金      ８,４９４      ８,４９４            －      ８,４９４ 

資 本 剰 余 金      ７,７９２      ７,７９２            －      ７,７９２ 

利 益 剰 余 金    ４１,８０２    ４３,９１９      ２,１１７    ４５,１４２ 

その他有価証券評価差額金      ２,２７７      ４,２２８      １,９５０        ３,１６０ 

自 己 株 式   △ １,５１５   △ １,５４１  △     ２６  △    １,５２８ 

資 本 合 計 ５８,８５１ ６２,８９２ ４,０４１ ６３,０６０ 

     

負債、少数株主持分及び資本合計 １２９,４３４ １２６,１９６ △  ３,２３７ １４２,１５１ 
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（２）比較中間連結損益計算書                                                            （単位  百万円） 

科 目 
前中間連結会計期間 
自１６．４．  １ 
至１６．９．３０ 

当中間連結会計期間 
自１７．４．  １ 
至１７．９．３０ 

対前中間連結会計期間 
増 減 

  前連結会計年度の          
  要約連結損益計算書          
自１６．４．  １ 
至１７．３．３１ 

     
完 成 工 事 高 ３８,９４３ ４３,０１９ ４,０７５ １４２,３６１ 
完 成 工 事 原 価    ３４,８０８    ３８,１９９      ３,３９１  １２７,０１２ 

完 成 工 事 総 利 益 ４,１３５ ４,８１９ ６８４ １５,３４８ 

販売費及び一般管理費      ５,７２３      ５,６２１  △    １０１    １１,７１５ 

営業利益又は営業損失(△) △   １,５８７ △   ８０１ ７８６ ３,６３３ 

営 業 外 収 益 ３６６ ２９４ △   ７２ ６４４ 

受 取 利 息 １３ １２ △        ０ １９ 
受 取 配 当 金 ２００ ２１９ １８ ２５２ 
持分法による投資利益 － － － ６１ 
そ の 他 １５２ ６２ △   ９０ ３１０ 

営 業 外 費 用 １５５ １１７ △      ３７ １９５ 

支 払 利 息 ６２ ５９ △        ２ １２６ 
持分法による投資損失 ５７ ３７ △   １９ － 
リ ー ス 投 資 損 失 ３０ ２０ △      １０ ５５ 
そ の 他          ４          ０  △        ４        １３ 

経常利益又は経常損失(△) △  １,３７６ △   ６２５ ７５１ ４,０８２ 

特 別 利 益 ５３１ ３７５ △  １５６ ８４２ 
貸 倒 引 当 金 戻 入 額 １０５ ８３ △   ２２ ８３ 
完成工事補償引当金戻入額 ３３ ２２ △   １０ ２２ 
固 定 資 産 売 却 益 ２３６ ２１１ △   ２５ ２８４ 
投資有価証券売却益 １３１ － △  １３１ １３１ 
企 業 保 険 返 戻 金 － ５７ ５７ ２９８ 
そ の 他 ２５ － △      ２５ ２０ 

     

特 別 損 失 １７２ ４１４ ２４２ ２４６ 
投資有価証券売却損 － － － １ 
投資有価証券評価損 ０ ２９ ２９ ５ 
ゴルフ会員権等評価損 ４４ － △   ４４ ４５ 
退 職 給 付 費 用 － １８８ １８８ － 
減 損 損 失 － １７６ １７６ － 
固 定 資 産 売 除 却 損 １２３ １９ △  １０４ １９０ 
そ の 他            ３            －  △    ３            ４ 
税金等調整前当期純利益又は 
税金等調整前中間純損失（△） △  １,０１７ △   ６６４ ３５２ ４,６７８ 
法人税、住民税及び事業税 １０６ ３４８ ２４２ ２,００４ 
法 人 税 等 調 整 額 △    ４１１ △    ５３９ △   １２７ △    １９４ 
少 数 株 主 利 益        ２２        ９８      ７５        ２６３ 
当期純利益又は中間純損失（△） △    ７３４ △    ５７２ １６１ ２,６０５ 

     

( ）( ） ( ）
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（３）比較中間連結剰余金計算書                                                           （単位  百万円） 
 
 

科 目 
前中間連結会計期間 
自１６．４．  １ 
至１６．９．３０ 

当中間連結会計期間 
自１７．４．  １ 
至１７．９．３０ 

対前中間連結会計期間

増 減 

前連結会計年度の           
連結剰余金計算書           
自１６．４．  １ 
至１７．３．３１ 

     
（ 資 本 剰 余 金 の 部 ）     

資 本 剰 余 金 期 首 残 高      ７,７９２      ７,７９２            －      ７,７９２ 

資本剰余金中間期末 (期末 )残高 ７,７９２ ７,７９２ － ７,７９２ 

     
（ 利 益 剰 余 金 の 部 ）     

利 益 剰 余 金 期 首 残 高 ４３,２０１ ４５,１４２ １,９４１ ４３,２０１ 

利 益 剰 余 金 増 加 高 － － － ２,６０５ 

当 期 純 利 益 － － － ２,６０５ 

利 益 剰 余 金 減 少 高 １,３９９ １,２２２ △    １７６ ６６４ 

中 間 純 損 失 ７３４ ５７２ △    １６１ － 

株 主 配 当 金 ６１８ ６１８ △       ０ ６１８ 

役 員 賞 与 金          ４５          ３１  △      １４          ４５ 

利益剰余金中間期末(期末)残高 ４１,８０２ ４３,９１９ ２,１１７ ４５,１４２ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

( ）（              ）（               ）
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   （４）比較中間連結キャッシュ・フロー計算書                                             （単位  百万円） 

科 目 
前中間連結会計期間 

自１６．４．  １ 
至１６．９．３０ 

当中間連結会計期間 
自１７．４．  １ 
至１７．９．３０ 

前連結会計年度の要約 
連結ｷ ｬ ｯ ｼ ｭ・ﾌ ﾛ ｰ計算書 

自１６．４．  １ 
至１７．３．３１ 

Ⅰ営業活動によるキャッシュ・フロー    
１．税金等調整前当期純利益又は税金等調整前中間純損失（△） △１,０１７ △６６４ ４,６７８ 
２．減価償却費 ６５６ ６９６ １,５３８ 
３．減損損失 － １７６ － 
４．貸倒引当金の減少額 △９４ △５５ △３８ 
５．完成工事補償引当金の減少額 △４ △５ △５ 
６．工事損失引当金の増加額 － ５ １５１ 
７．賞与引当金の減少額 △７１０ △６７９ △６３ 
８．退職給付引当金・役員退職慰労引当金の減少額 △３５７ △７４ △５６７ 
９．受取利息及び受取配当金 △２１４ △２３２ △２７２ 
10．支払利息 ６２ ５９ １２６ 
11．持分法による投資損益（益：△） ５７ ３７ △６１ 
12．有形固定資産売却益 △２３６ △２１１ △２３７ 
13．有形固定資産除却損 ２５ １４ ４２ 
14．投資有価証券売却益 △１３１ － △１３０ 
15．投資有価証券評価損 ０ ２９ ５ 
16．ゴルフ会員権等評価損 ４４ － ４５ 
17．売上債権の減少額 ４０,４２４ ３０,９８９ ２６６ 
18．未成工事支出金等の増減額（増加:△） △１３,７４３ △１１,３２８ ７,０３６ 
19．仕入債務の減少額 △２０,１４６ △１３,６１４ △３,７８１ 
20．未成工事受入金の増減額（減少：△） ４,５７１ ２,４９６ △５,０６２ 
21．その他資産の増減額（増加：△） △２６７ ２００ １,３５７ 
22．その他負債の増減額（減少：△） △１,０４３ △１,５２６ ６０ 
23．役員賞与の支払額 △５０ △３６ △５０ 
24．その他 ３８ △２６ △２ 
小計 ７,８６６ ６,２５０ ５,０３６ 
25．利息及び配当金の受取額 ２１９ ２３５ ２７７ 
26．利息の支払額 △５５ △５２ △１２７ 
27．法人税等の支払額 △２,３９６ △１,８５０ △２,７５０ 

営業活動によるキャッシュ・フロー ５,６３３ ４,５８３ ２,４３７ 
    Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー    

１．定期預金の払戻による収入 １７ － １７ 
２．有価証券の取得による支出 △３０１ － △３０１ 
３．有価証券の売却による収入 ８００ － ９００ 
４．有形固定資産の取得による支出 △１,０７５ △４０３ △１,７５２ 
５．有形固定資産の売却による収入 ２５８ ４１１ ６８０ 
６．無形固定資産の取得による支出 △２０５ △１０３ △２,１１８ 
７．投資有価証券の取得による支出 △６３ △８３ △４２０ 
８．投資有価証券の売却による収入 １７７ － １７７ 
９．貸付けによる支出 △４０３ △３２７ △７９６ 
10．貸付金の回収による収入 ４５３ ４０６ ７９３ 
11．その他 １１５ ９６ △３８７ 

投資活動によるキャッシュ・フロー △２２４ △４ △３,２０７ 
    Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー    

１．短期借入金の純減少額 △５００ △５００ － 
２．長期借入れによる収入 ５００ － ５００ 
３．長期借入金の返済による支出 △２７８ △２３０ △７０８ 
４．自己株式の取得による支出 △８ △１２ △２２ 
５．配当金の支払額 △６１７ △６１８ △６１９ 
６．少数株主への配当金の支払額 △３ △３ △３ 

財務活動によるキャッシュ・フロー △９０７ △１,３６４ △８５２ 
    
Ⅳ現金及び現金同等物の増減額（減少：△） ４,５０１ ３,２１４ △１,６２２ 
Ⅴ現金及び現金同等物の期首残高 １９,３９６ １７,７７４ １９,３９６ 
Ⅵ現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高 ２３,８９８ ２０,９８８ １７,７７４ 
     

 

( ） ( ） ( ） 
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  ( 中間連結財務諸表作成の基本となる重要な事項 ) 
 

１.連結の範囲に関する事項       

(1) 連結子会社  ３社        

   ＮＤＫ総合サービス㈱､ＮＤＫイッツ㈱、東日本電気エンジニアリング㈱  

      

(2) 非連結子会社１２社     

 

 ＮＤＫ電設㈱、ＮＤＫ設備設計㈱、ＮＤＫアールアンドイー㈱、日本電設電車線工事㈱、日本電設

変電工事㈱、日本電設電力工事㈱、日本電設信号工事㈱、日本電設通信工事㈱、共立信号㈱、トキ

ワ電気工業㈱、日本鉄道電気設計㈱、八重洲電機工事㈱ 

 非連結子会社について､連結の範囲から除いた理由     

 

非連結子会社は、いずれも小規模会社であり､合計の総資産､売上高､中間純損益(持分に見合う額)

及び利益剰余金(持分に見合う額)等は､いずれも中間連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていない

ため連結の範囲から除外しております。 

２.持分法の適用に関する事項       

(1) 持分法適用会社        

   関連会社   １社        

 
   ㈱新陽社 

       

(2) 持分法非適用会社        

   非連結子会社 １２社       

   関連会社    ４社       

    大栄電設工業㈱、日本架線工業㈱、永楽電気㈱、㈱三工社 

    

 持分法非適用会社について､その適用をしない理由    

 

 上記の持分法非適用の非連結子会社及び関連会社は､それぞれ中間連結純損益及び連結利益剰余金

等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため､持分法の適用から除外してお

ります。 

 

３.連結子会社の中間決算日等に関する事項      

   連結子会社の中間決算日は中間連結財務諸表提出会社と同一であります。  

 

４.会計処理基準に関する事項       

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法      

   有価証券      

     その他有価証券    

 
        時価のあるもの     中間連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直 

入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

         時価のないもの     移動平均法による原価法 

   たな卸資産    

     ①未成工事支出金    個別法による原価法  

     ②材料貯蔵品       移動平均法による原価法  

       

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法      

   ①有形固定資産       

     定率法     

    ただし、平成10年４月１日以降取得した建物（附属設備を除く）については、定額法 

 

   なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっておりま

すが、車両運搬具の動力車についての耐用年数は法人税法に規定する耐用年数より、おおむね５

０％を短縮しております。 
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②無形固定資産   
      

    定額法      

 

 

 

 

   なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいており

ます。 

 

   (3) 重要な引当金の計上基準      

 

  ①貸倒引当金 売上債権、貸付金等の貸倒による損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率に基づき、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に債

権の回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

 

 

  ②完成工事補償引当金 完成工事に係るかし担保の費用に備えるため、当中間連結会計期間末に

至る一年間の完成工事高に対し、過去の完成工事に係る補償額の実績を

基に将来の発生見込額を加味して計上しております。 

 

  ③工事損失引当金 当中間連結会計期間末における手持受注工事のうち、損失が確実視され

その金額を合理的に見積もることができる工事について、損失見込額を

計上しております。 

 

 

  ④賞与引当金 従業員に支給する賞与に備えるため、当中間連結会計期間に対応する支

給見込額を計上しております。 

 

 

  ⑤退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき、当中間連結会計期間末において発生

していると認められる額を計上しております。 

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（１０年）による定額法により費用を減額処理しております。 

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（１０年）による定率法により発生の翌連

結会計年度から費用処理しております。 

 

 

  ⑥役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づき計算した当中間連

結会計期間末における支給基準の１００％相当額を計上しております。 

 

   (4) 重要なリース取引の処理方法      

 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

   (5) その他中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 
  ①完成工事高の計上基準 完成工事高の計上は、工事完成基準によっております。 

 

 

  ②消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税に相当する額の会計処理は、税抜方式によってお

ります。 

 

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 

  手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３か月以内に償還期限の到来する短期投資からなります。 
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( 会計処理の変更 ) 
固定資産の減損に係る会計基準 

当中間連結会計期間より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しております。これにより税金等調整前中間

純損失は、１７６百万円増加しております。 
なお、減損損失累計額については、改正後の中間連結財務諸表規則に基づき各資産の金額から直接控除

しております。 
 

   ( 表示方法の変更 ) 
（中間連結損益計算書） 

 「企業保険返戻金」は前中間連結会計期間において特別利益の「その他」に含めて表示しておりました

が、当中間連結会計期間において、特別利益の１００分の１０を超えたため区分掲記しております。 

なお、前中間連結会計期間の特別利益の「その他」に含まれる「企業保険返戻金」は１２百万円であり

ます。 

 

[注記事項]  
   (中間連結貸借対照表関係)       
 １．有形固定資産の減価償却累計額     

  (前中間連結会計期間末）  (当中間連結会計期間末）  ( 前連結会計年度末 ) 

  １５,３７８ 百万円  １５,４８４ 百万円  １５,４６２ 百万円 

      

 ２．担保に供している資産     

  (前中間連結会計期間末）  (当中間連結会計期間末)  ( 前連結会計年度末 ) 

 投資有価証券 － 百万円  １６ 百万円  １２ 百万円 

    

PFI 3事業に関する事業会 

社（SPC）の借入金の担保 

 

 

PFI 2事業に関する事業会 

社（SPC）の借入金の担保 

   (中間連結損益計算書関係)         

 １．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額    

    (前中間連結会計期間）  (当中間連結会計期間）  ( 前連結会計年度 ) 

   従業員給料手当 １,８２５ 百万円  １,７９９ 百万円  ４,５０９ 百万円 

   賞与引当金繰入額 ９０２   ８９６   １,１４８  

   退職給付費用 ３０８   ３１９   ６２７  

   役員退職慰労引当金繰入額 ２０   ３４   ３４  

   貸倒引当金繰入額 ５   ２７   １３  

   減価償却費 ３９２   ２８０   ６７７  

            

 ２．特別利益の内訳      

     固定資産売却益の内訳 (前中間連結会計期間）  (当中間連結会計期間）  ( 前連結会計年度 ) 

       建物・構築物 １６ 百万円  － 百万円  １６ 百万円 

   
    機械・運搬具・ 

工具器具・備品 
０   －   ０  

       土地 ２２０   ２１１   ２６８  

           計 ２３６   ２１１   ２８４  

         

     その他の主な内訳 (前中間連結会計期間）  (当中間連結会計期間）  ( 前連結会計年度 ) 

       企業保険返戻金 １２ 百万円  － 百万円  － 百万円 

       信託建物・土地売却益 １３   －   １３  

       その他投資売却益 －   －   ７  
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 ３．特別損失の内訳    

     ゴルフ会員権等評価損 (前中間連結会計期間）  (当中間連結会計期間）  ( 前連結会計年度 ) 

    

ゴルフ会員権等評価損

には預託保証金の貸倒見

込額に対する貸倒引当金

繰入額４３百万円が含ま

れております。 

 

 

―――――― 

 

ゴルフ会員権等評価損 

には預託保証金の貸倒見 

込額に対する貸倒引当金 

繰入額４４百万円が含ま 

れております。 

   退職給付費用 (前中間連結会計期間）  (当中間連結会計期間）  ( 前連結会計年度 ) 

    

―――――――― 連結子会社１社が退職給付

債務の計算方法を簡便法から

原則法に変更したことによる

費用処理額であります。 

 

 ―――――――― 

   減損損失 (前中間連結会計期間）  (当中間連結会計期間）  ( 前連結会計年度 ) 

当中間連結会計期間におい

て、当社グループは以下の資産

グループについて減損損失を

計上いたしました。 

 

場所 用途 種類 
広 島 県

広 島 市 
中国支店

事務所 建物 

札 幌 市

北 区 
賃貸用 
駐車場 土地 

北 海 道

釧 路 市

他５件 
遊休資産 建物等、

土地 
 

    

―――――――― 

 
 

当社グループは事業用資産

については管理会計上の区分

に基づき各支店単位、賃貸用資

産及び遊休資産については個

別にグループ化し減損損失の

判定を行いました。 
その結果、近年の予想し得な

い地価の下落や経営環境の悪

化により、上記の資産の帳簿価

額を回収可能価額まで減額し、

当該減少額を減損損失（１７６

百万円）として特別損失に計上

いたしました。その内訳は建物

等１０１百万円、土地７４百万

円であります。 
なお、当該資産の回収可能価

額は正味売却価額により測定

しており、相続税評価額を合理

的に調整し、処分費用見込額を

控除した価格により評価して

おります。 
 
 
 
 
 
 

 

―――――――― 
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     固定資産売除却損の内訳 (前中間連結会計期間）  (当中間連結会計期間）  ( 前連結会計年度 ) 

   
  機械・運搬具・工具器具・

備品売却損 
－ 百万円  － 百万円  ０ 百万円 

       土地売却損 ０   ０   ４７  

       建物・構築物除却損 １９   １０   ２９  

   
    機械・運搬具・工具器具・

備品除却損 
３   ３   １３  

       無形固定資産除却損 ８３   －   ８３  

       固定資産撤去費 １７   ５   １７  

             計 １２３   １９   １９０  

         

     その他の主な内訳 (前中間連結会計期間）  (当中間連結会計期間）  ( 前連結会計年度 ) 

       その他投資売却損 ２ 百万円  － 百万円  ２ 百万円 
       
 ４．法人税等調整額 (前中間連結会計期間）  (当中間連結会計期間）  ( 前連結会計年度 ) 

    

中間連結会計期間に係

る納付税額及び法人税等

調整額は、当連結会計年

度において予定している

利益処分による圧縮積立

金の積立て及び取崩しを

前提として、当中間連結

会計期間に係る金額を計

算しております。 

 

 

同      左 

 

―――――――― 

 ５.完成工事高の季節的変動 (前中間連結会計期間）  (当中間連結会計期間）  ( 前連結会計年度 ) 

    

当社グループの完成工

事高は通常の営業の形態

として、上半期に比べ下

半期に完成する工事の割

合が大きいため、連結会

計年度の上半期の完成工

事高と下半期の完成工事

高との間に著しい相違が

あり、上半期と下半期の

業績に季節的変動があり

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

同      左 

 

―――――――― 
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  （中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）       

       

現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高と（中間）連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

     
    (前中間連結会計期間）  (当中間連結会計期間）  ( 前連結会計年度 ) 
    （平成１６年９月３０日現在）  （平成１７年９月３０日現在）  （平成１７年３月３１日現在） 

   現金預金勘定 １６,３０６ 百万円  １２，５９６ 百万円  １６,６８１ 百万円 

   預入期間が３か月を超える定期預金 △     １０   △     １０   △     １０  

 
  取 得 日 か ら ３ か 月 以 内 に 償 還 期 限                     
の 到 来 す る 短 期 投 資 （ 有 価 証 券 ）                      

７,６０１   ８，４０２   １,１０２  

   現金及び現金同等物 ２３,８９８   ２０，９８８   １７,７７４  

 
      

（セグメント情報 ） 
      

 1.事業の種類別セグメント情報        

          

   前中間連結会計期間(平成16年４月１日～平成16年９月30日)及び当中間連結会計期間(平成17年４月１日

～平成17年９月30日)は、全セグメントの売上高の合計､営業損失の合計額に占める設備工事業の割合がいず

れも９０％を超えているため、記載を省略しております｡ 

  前連結会計年度(平成16年４月１日～平成17年３月31日)は、全セグメントの売上高の合計､営業利益及び

全セグメントの資産の金額の合計額に占める設備工事業の割合がいずれも９０％を超えているため、記載を

省略しております｡ 

 

 2.所在地別セグメント情報        

 

   前中間連結会計期間(平成16年４月１日～平成16年９月30日)、当中間連結会計期間(平成17年４月１日～

平成17年９月30日)及び前連結会計年度(平成16年４月１日～平成17年３月31日)は、いずれも在外連結子会

社がないため記載しておりません。 

 

 3.海外売上高         

 

   前中間連結会計期間(平成16年４月１日～平成16年９月30日)、当中間連結会計期間(平成17年４月１日～

平成17年９月30日)及び前連結会計年度(平成16年４月１日～平成17年３月31日)は、いずれも海外売上高が

ないため記載しておりません。 
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    （リース取引関係） 
 

  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

  １．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末（期末）残高相当額 

 (前中間連結会計期間)   （単位 百万円）  

 
 

取 得 価 額 

相 当 額 

減 価 償 却 累 計 額 

相 当 額 

中 間 期 末 残 高 

相 当 額 

 

 建 物 ・ 構 築 物   ８   ４   ３  

 その他有形固定資産 ３,１６４ １,５９９ １,５６４  

 無 形 固 定 資 産 １７３ １１６ ５７  

 合 計 ３,３４６ １,７２１ １,６２５  

          

 (当中間連結会計期間)   （単位 百万円）  

 
 

取 得 価 額 

相 当 額 

減 価 償 却 累 計 額 

相 当 額 

中 間 期 末 残 高 

相 当 額 

 

 建 物 ・ 構 築 物   ８   ６   ２  

 その他有形固定資産 ３,６３１ １,８０７ １,８２４  

 無 形 固 定 資 産 １３１ ７５ ５５  

 合 計 ３,７７１ １,８８９ １,８８１  

          

 (前連結会計年度)             （単位 百万円） 

 
 

取 得 価 額 

相 当 額 

減 価 償 却 累 計 額 

相 当 額 

期 末 残 高 

相 当 額 

 

 建 物 ・ 構 築 物   ８   ５  ２  

 その他有形固定資産 ３,６４７ １,８５０ １,７９６  

 無 形 固 定 資 産 １１５ ７０ ４５  

 合 計 ３,７７１ １,９２６ １,８４５  

 

  ２.未経過リース料中間期末（期末）残高相当額      

   (前中間連結会計期間）  (当中間連結会計期間) (前連結会計年度) 

   １     年     内  ５３７ 百万円  ５７９ 百万円 ５７２ 百万円 

   １     年     超  １,０８７   １,３０１  １,２７２  

   合          計  １,６２５   １,８８１  １,８４５  

 

  ３.支払リース料及び減価償却費相当額      

   (前中間連結会計期間）  (当中間連結会計期間)  (前連結会計年度) 

  支 払 リ ー ス 料  ３０９ 百万円  ３１３ 百万円  ６４０ 百万円 

  減価償却費相当額  ３０９   ３１３   ６４０  

   

４.減価償却費相当額の算定方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 

  ５.取得価額相当額及び未経過リース料中間期末（期末）残高相当額は、未経過リース料中間期末（期末）残高が 

   有形固定資産の中間期末（期末）残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。 

 

（減損損失について） 

当中間連結会計期間において、リース資産に配分された減損損失はないため、項目等の記載は省略しております。 



 

－19－ 

 

    （有価証券関係） 

 

 

  １．満期保有目的の債券で時価のあるもの （単位 百万円） 

  
前中間連結会計期間末 

（平成16年9月30日） 

当中間連結会計期間末 

（平成17年9月30日） 

前連結会計年度末 

（平成17年3月31日） 

  

    種     類 中間連結

貸借対照

表計上額 

 

時価 

 

 

差額 

 

中間連結

貸借対照

表計上額 

 

時価 

 

 

差額 

 

連結貸借

対照表 

計上額 

 

時価 

 

 

差額 

 

  (1)国債・地方債等 － － － － － － － － － 

  (2)社債 100 99 △0 － － － － － － 

  (3)その他 － － － － － － － － － 

   合     計 100 99 △0 － － － － － － 

       

    

  ２．その他有価証券で時価のあるもの （単位 百万円） 

  
前中間連結会計期間末 

（平成16年9月30日） 

当中間連結会計期間末 

（平成17年9月30日） 

前連結会計年度末 

（平成17年3月31日） 

  

    種     類  

取得原価 

 

中間連結

貸借対照

表計上額 

 

差額 

 

 

取得原価 

 

中間連結

貸借対照

表計上額 

 

差額 

 

 

取得原価 

 

連結貸借

対照表 

計上額 

 

差額 

 

  (1)株式 8,284 12,148 3,864 8,666 15,814 7,147 8,610 13,951 5,341 

  (2)債券          

    国債・地方債等 － － － － － － － － － 

    社債 200 182 △ 17 200 196 △ 3 200 188 △ 11 

    その他 － － － － － － － － － 

  (3)その他 － － － － － － － － － 

   合     計 8,484 12,330 3,846 8,866 16,010 7,143 8,810 14,140 5,329 

 

 

  ３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

        その他有価証券 （単位 百万円） 

  種     類 
前中間連結会計期間末 

（平成16年9月30日） 

当中間連結会計期間末 

（平成17年9月30日） 

前連結会計年度末 

（平成17年3月31日） 

 

 

  非上場株式（店頭株式売買を除く）          3,402          3,395          3,417  

  コマーシャル・ペーパー          2,499          2,999             －  

  マネー・マネジメント・ファンド          5,102          4,102          1,102  

  投資事業組合出資             －             89             89  

  合同運用指定金銭信託             －          1,300             －  

  



 

－20－ 

 

 

 

 

 

前中間連結会計期間 

（自平成16年4月1日 

    至平成16年9月30日） 

当中間連結会計期間 

       （自平成17年4月1日 

    至平成17年9月30日） 

前連結会計年度 

       （自平成16年4月1日 

    至平成17年3月31日） 

  (注)当中間連結会計期間におい

て、有価証券について０百万円(そ

の他有価証券で時価のない株式)

減損処理を行いました。 

なお、減損処理にあたっては、

中間連結会計期間末における時価

が取得原価に比べ５０％以上下落

した場合には全て減損処理を行

い、３０～５０％程度下落した場

合には、当該金額の重要性、回復

可能性等を考慮して必要と認めら

れた額について減損処理を行うと

いう基準を採用しております。 

(注)当中間連結会計期間におい

て、有価証券について２９百万円

(その他有価証券で時価のない株

式)減損処理を行いました。 

なお、減損処理にあたっては、

中間連結会計期間末における時価

が取得原価に比べ５０％以上下落

した場合には全て減損処理を行

い、３０～５０％程度下落した場

合には、当該金額の重要性、回復

可能性等を考慮して必要と認めら

れた額について減損処理を行うと

いう基準を採用しております。 

(注)当連結会計年度において、有

価証券について５百万円(その他

有価証券で時価のない株式)減損

処理を行いました。 

なお、減損処理にあたっては、

連結会計年度末における時価が

取得原価に比べ５０％以上下落

した場合には全て減損処理を行

い、３０～５０％程度下落した場

合には、当該金額の重要性、回復

可能性等を考慮して必要と認め

られた額について減損処理を行

うという基準を採用しておりま

す。 

 

 

 

     

（デリバティブ取引関係） 

 

前中間連結会計期間 

       （自平成16年4月1日 

    至平成16年9月30日） 

当中間連結会計期間 

       （自平成17年4月1日 

    至平成17年9月30日） 

前連結会計年度 

（自平成16年4月1日 

    至平成17年3月31日） 

 

 当社グループは、デリバティブ取

引を行っていないので、該当事項は

ありません。 

 

 

同  左 同  左 
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５．部門別受注･売上･繰越高 

１． 受 注 高                                    （単位 百万円） 

区 分 

 

前中間連結会計期間 
自 １６．４． １ 

至 １６．９．３０ 

 

当中間連結会計期間 
自 １７．４． １ 

至 １７．９．３０ 

対前中間連結会計期間 

増 減 

対前中間連結会計期間 

増 減 率 

 

前 連 結 会 計年 度 
自 １６．４． １ 

至 １７．３．３１ 

    ％  

鉄 道 電 気 工 事 ３３,７４５ ３９,７５４ ６,００９ １７．８ ７５,４８２ 

一 般 電 気 工 事 １５,１８１ １５,８９３ ７１１ ４．７ ３８,６５２ 

情 報 通 信 工 事 ８,８７３ ８,２２２ △  ６５１ △  ７．３ １７,１２５ 

そ の 他 １,０３９ ７４１ △  ２９８ △ ２８．７ １,５２７ 

合 計 ５８,８４０ ６４,６１２ ５,７７１ ９．８ １３２,７８７ 

 

２． 売 上 高                                    （単位 百万円） 

区 分 

 

前中間連結会計期間 
自 １６．４． １ 

至 １６．９．３０ 

 

当中間連結会計期間 
自 １７．４． １ 

至 １７．９．３０ 

対前中間連結会計期間 

増 減 

対前中間連結会計期間 

増 減 率 

 

前 連 結 会 計年 度 
自 １６．４． １ 

至 １７．３．３１ 

    ％  

鉄 道 電 気 工 事 ２１,０４０ ２５,６３０ ４,５８９ ２１．８ ７７,３４３ 

一 般 電 気 工 事 １１,６８４ ９,８７６ △ １,８０８ △ １５．５ ４０,４４２ 

情 報 通 信 工 事 ５,３７４ ６,３０８ ９３４ １７．４ ２１,９３９ 

そ の 他 ８４３ １,２０４ ３６０ ４２．８ ２,６３６ 

合 計 ３８,９４３ ４３,０１９ ４,０７５ １０．５ １４２,３６１ 

 

３． 下期繰越高                                    （単位 百万円） 

区 分 

 

前中間連結会計期間 
（１６．９．３０現在） 

 

当中間連結会計期間 
（１７．９．３０現在） 

対前中間連結会計期間 

増 減 

対前中間連結会計期間 

増 減 率 

 

前 連 結 会 計年 度 
（１７．３．３１現在） 

    ％  

鉄 道 電 気 工 事 ４９,９６８ ４９,５２７ △  ４４１ △  ０．９ ３５,４０２ 

一 般 電 気 工 事 ３４,２８０ ３５,０１０ ７３０ ２．１ ２８,９９４ 

情 報 通 信 工 事 １３,９８２ ７,５８２ △ ６,３９９ △ ４５．８ ５,６６９ 

そ の 他 ７４６ ２０４ △  ５４２ △ ７２．６ １０２ 

合 計 ９８,９７８ ９２,３２５ △ ６,６５３ △  ６．７ ７０,１６８ 

（注）１．不動産の賃貸・管理等は、「１．受注高」及び「３．下期繰越高」には金額が含まれておりません。 

      ２．記載金額は消費税等抜きで表示しております。 

 

 


